
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．「ぼうさいこくたい 2025in 新潟」参加申込方法の変更について 

※前回のご案内から申込方法に変更（申込必須）がございました。また、ご参加にあた

っての留意事項もございます。 

すでにご周知に協力いただけた方は、大変恐縮ですが、再度こちらの案内をご周知

いただけますと幸いです。 

 

 内閣府等が毎年主催する防災推進国民大会（通称：ぼうさいこくたい）が９月６・７日

に新潟県で開催されます。 

 全国社会福祉協議会としても近年、様々な形で出展していますが、今年度も災害福

祉に関するセッションやブース展示を行います。ぜひ、多くの関係者のご参加をお待

ちしています。 

 

セッション 

テーマ：災害福祉支援～令和６年能登半島地震の取り組みと課題、今後の展望～ 

主催：災害福祉支援ネットワーク中央センター 

日時：令和７年９月７日（日）10 時 30 分～12 時 

登壇者： 

新潟大学危機管理本部危機管理センター 教授      田村 圭子氏 

石川県厚生政策課 主幹                 中田 淳氏 

長泉町社会福祉協議会 地域福祉活動部門 主任      渡邉 麻由氏 

社会福祉法人峰栄会 理事長                      高杉 威一郎氏 
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事前申し込みが必須となりました。 

ご参加を希望される方は、お手数をおかけいたしますが、下記 URL より 

８月２７日（水）までにお申し込みをお願いいたします。 

https://form.run/@jizenmoshikomi-s-07 

 

＜申込みに当たっての留意事項＞ 

※入力いただきました個人情報は、諸事情により新潟県警へ提供いたします。 

予め、ご了承の上、お申込みください。 

※セッション当日、手荷物検査（金属探知機による検査を含む）を行います。 

また、会場受付にて本人確認を行いますので、写真入りの御本人証明書（マイナ 

ンバーカード、免許証、パスポート等）をご持参ください。証明書をご持参いた 

だけなかった場合は、入場できませんので、予めご留意ください。 

※セッション会場における写真撮影は禁止となりますので、予めご了承ください。 

※定員（170 名）を超えるお申し込みがあった場合は先着順とさせていただきます 

 

■上記の留意事項に関するお問い合わせ 

ぼうさいこくたい 2025 運営事務局 

TEL：03-6277-6276（平日 9:30～17:00） 

Mail：bousaikokutai2025@toiawase.info 

 

■セッションに関するお問い合わせ 

  全国社会福祉協議会 災害福祉支援センター準備室 

TEL：０３－３５８１－４６５７ 

Mail：z-saigai_shien@shakyo.or.jp 

 

ブース展示 

主催：全国社会福祉協議会 

日時：令和７年９月６日（土）～７日（日）※ぼうさいこくたい期間中常設 

概要：社会福祉協議会や社会福祉施設が行う災害支援の概要をポスターパネル等の

展示によりご紹介します 

 

また、上記の他にも、新潟県災害ボランティア調整会議が実施する災害ボランティア

センターに関するセッション（９月６日 12 時 30 分～14 時）へも全国災害福祉支援

センター準備室として登壇予定です。 

https://form.run/@jizenmoshikomi-s-07
mailto:bousaikokutai2025@toiawase.info


ぼうさいこくたいは参加費無料です。ブース展示等へのご参加については申し込み

も不要です。防災、災害支援に関する多くの学びの場となりますので、ぜひご参加く

ださい。 

（実施されるセッションやワークショップによっては事前申し込みが必須のプログラ

ムもございますので、事前に下記ホームページをご参照ください。） 

https://bosai-kokutai.jp/2025/ 

 

 

２．東京都、「DWAT チーム員の確保（登録増加）」に係る取組について 

 

 東京都では「災害時要配慮者支援体制の構築」に向けた取組の一環として、特別養

護老人ホームの利用者サービスの維持、向上等を目的とした補助金の加算項目に、今

年度から「東京都災害派遣福祉チーム（東京 DWAT）への職員の登録」を新設（追加）

しました。チーム員への登録人数によるポイント数に応じた額が加算されるというも

のです。 

 この対応に伴い、今年度の「東京 DWAT 登録研修」は特養からの申込人数が増加

し、全体で 400 名近くが受講する予定となっています。 

 これにより、東京 DWAT のチーム員数は（昨年度末）250 名程から（今年度の登録

研修終了後）600 名以上となる見込みです。 

 東京 DWAT 事務局では、今後、チーム員登録後のフォローアップ体制も強化してい

きたいとのことです。 

 

東京都 特別養護老人ホーム経営支援事業補助金について 

https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/fukushi/gaiy

ou-pdf-1 

 

東京都特別養護老人ホーム経営支援事業 令和７年度補助金要綱 

https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/fukushi/01_0

7youkou-pdf 

 

 

３．月刊福祉 9 月号 特集「災害列島で求められる福祉の支援」のご案内 

 

全社協出版部が毎月発行している「月刊福祉」の９月号（2025 年 8 月 6 日発行）

の特集「災害列島で求められる福祉の支援」では、今般の災害法制の改正をテーマ

に、社会福祉協議会や社会福祉施設、ＮＰＯ、学識者等さまざまな立場の方から寄稿

いただいたレポートや座談会の内容を掲載しています。 

https://bosai-kokutai.jp/2025/
https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/fukushi/gaiyou-pdf-1
https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/fukushi/gaiyou-pdf-1
https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/fukushi/01_07youkou-pdf
https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/fukushi/01_07youkou-pdf


災害福祉支援に携わる方にはぜひご一読いただきたい内容となっていますので、

ご関心があれば、ぜひご購読ください。 

 以下、詳細です。 

↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓↓ 

2025（令和７）年５月 28 日、災害対策基本法および災害救助法等の改正法案が成

立し、「救助の種類」に「福祉サービスの提供」が位置づけられました。災害支援の強化

が必要と言われるなかで、今回の法改正でどのようなことが変わり、どのようなこと

が課題として残されているのか。新たな災害法制とこれからの災害支援について、現

状・課題を検証するとともに、今後わが国で起こり得る災害に対応するため、福祉関

係者は何をすべきか考えます。 

 

本特集では次のような論文、レポートを掲載しております。下記の URL よりご案内し

ておりますので、ぜひご購読ください。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/book/b10144116.html 

 

▼基調報告 

災害法制の改正と災害福祉支援の展開 

   全国社会福祉協議会 総務部 全国災害福祉支援センター準備室 

▼レポートⅠ 

これまでの災害支援から考える改正法とＤＷＡＴの活動 

   髙杉 威一郎 社会福祉法人峰栄会 理事長  

▼レポートⅡ 

災害対策基本法等の改正と団体登録制度をめぐる現場の視点 

   上島 安裕  公益社団法人ピースボート災害支援センター 理事・事務局長  

▼レポートⅢ 

被災者のためのコレクティブインパクトの実現 

―新たな協働の形 

   古越 武彦  特定非営利活動法人長野県ＮＰＯセンター 事務局次長  

▼レポートⅣ 

災害法制改正への評価と被災者支援の今後 

   菅野 拓   大阪公立大学大学院文学研究科 准教授  

https://www.fukushinohon.gr.jp/book/b10144116.html


▼座談会 

これからの災害福祉支援を考える 

   阪本 真由美 兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科 教授  

   栗田 暢之  ＮＰＯ法人レスキューストックヤード ・ＪＶＯＡＤ 代表理事  

   野田 毅   社会福祉法人東北福祉会 事務局長  

   高橋 良太  全国社会福祉協議会 地域福祉部長  

   谷村 誠   社会福祉法人みかり会 理事長、本誌編集委員〔進行兼〕  

 

 

 

各都道府県等における災害福祉支援に係る情報をぜひお寄せください。本通信で

全国の皆さんにお届けいたします。イベント、訓練等の情報等も歓迎です。 

 

 

 
お問い合わせ 

全国社会福祉協議会 災害福祉支援センター準備室【蓮子（はし）、駒井】 

z-saigai_shien@shakyo.or.jp 


